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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：世界から選ばれる持続可能な観光地の形成  
         
重点施策事業名：沖縄フラワークリエイション事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
１  事業の目的・内容  

観光地への主要アクセス道路等について、花と緑のある良好な空間を創出し、
道路景観を向上させることで、沖縄観光のイメージアップと振興に寄与するもの
である。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

沖縄フラ 

ワークリ 

エイショ 

ン 事 業 

 

 

 

 

 

619,559 

(11,285) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄フラワー

クリエイション

事業  

・ 41 路 線 に つ い

て、草花や花木等

による緑化を実施

し、良好な空間を

創出する。  

 

618,483 

(10,285) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄フラワー

クリエイション

事業  

・ 41 路 線 に つ い

て、草花や花木等

による緑化を実施

し、良好な空間を

創出した。  

 

 

 

 

☆  

最終予算額  

619,559 

執行率  

99.8％  

不用額  

  1,076 

 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  沖縄フラワークリエイション事業 
効果：  観光地への主要アクセス道路等について、緑化・重点管理を実施する

ことにより、良好な沿道景観の向上に寄与した。  
課題：  花と緑のある良好な空間を創出するため、年間を通して周辺環境や気

象条件を踏まえた適切な維持管理が必要である。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：自立的発展の実現に向けた基盤整備  
  
重点施策事業名：那覇港の整備（継続）  
 
事 業 期 間：平成 14 年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  港湾課  
 
１  事業の目的・内容  

那覇港の開発発展と利用の促進を図るため、那覇港管理組合において、国際流  
  通港湾化を目指す那覇港の整備等を行う。  
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

那覇港の
整     備  

 

1,212,282 
（ 30,391）  

 
 
 
 
 
 
 

1,091,441 
 
 
 
 
 

120,841 
（ 30,391）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  那覇港開発推 
進事業費  

・那覇港管理組合
への組織団体負担
金を交付する。  
 
２  沖縄振興公共  
投資交付金  

 （港湾課市町村 
事業）  

・沖縄振興公共投
資交付金の間接補
助金を交付する。  

1,158,729 
（ 30,391）  

 
 
 
 
 
 
 

1,090,968 
 
 
 
 
 

67,761

（ 30,391）  

 

 

 

 

 

 

 

 

１  那覇港開発推 
進事業費  

・那覇港管理組合
への組織団体負担
金を交付した。  
 
２  沖縄振興公共  
投資交付金  

 （港湾課市町村 
事業）  

・沖縄振興公共投
資交付金の間接補
助金を交付した。  

最終予算額 
1,212,282 
執行率 
95.6％ 

翌年度繰越額  
  53,080 
不用額 
   473 

 
最終予算額 
1,091,441 
不用額 
   473 

 
 

最終予算額 
 120,841 
翌年度繰越額  

53,080 
 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  

⑴   那覇港開発推進事業費  

    ⑵   沖縄振興公共投資交付金（港湾課市町村事業）  
   効果：  以下の那覇港の目指す将来像の実現が図られる。  

Ⅰ  アジアのダイナミズムを取り込み、自立型経済の構築を支える国
際流通拠点となる“みなと” 

Ⅱ  世界と沖縄、琉球の歴史・文化を繋ぎ、観光の高付加価値化に導
く“みなと” 

Ⅲ  沖縄の経済・生活の強靭化を支える“みなと” 
Ⅳ  持続可能な発展を実現する“みなと” 

   課題：   那覇港では、コンテナ貨物のうち、輸出 (外国に向けて送り出すこと ) 
の約６割、移出 (国内の他の地域へ送り出すこと )の約９割を空コンテナ
がしめる片荷輸送となっている。そのため取扱貨物量の増大を目指し、
物流機能の高度化や付加価値型産業の集積を図る必要がある。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：自立的発展の実現に向けた基盤整備  
  
重点施策事業名：圏域の拠点港湾等の整備（継続）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  港湾課  
 
１  事業の目的・内容  

県内の各港湾管理者（石垣市、宮古島市）が行う港湾改修事業等に要する費  
用を補助する。  

 
 ２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

圏域の拠
点港湾等
の 整 備 

 

 

399,772 

(157 ,89 8) 
１  沖縄振興公共
投資交付金（港
湾 課 市 町 村 事
業）  

・物揚場、緑地等
の整備を行う。  
 

159,185 
（ 14 8,3 91）  

 

１  沖縄振興公共
投資交付金（港
湾 課 市 町 村 事
業）  

・物揚場、緑地等
の整備を行った。  
 

最終予算額 
399,772 
執行率 
39.8％ 

翌年度繰越額  
231,080 
不用額 

9,507 

 
３  事業の効果 /課題  

   ⑴   沖縄振興公共投資交付金（港湾課市町村事業）  
       効果：   物揚場を整備することで、円滑な荷捌きや輸送の安定性が確保され  

る。  
       また、緑地等を整備することで、市民、観光客等が共に利用できる賑  

わい空間が確保される。  
   課題：  関係機関及び港湾施設利用者等との調整に時間を要することから、供  

用開始時期を考慮した計画を立て、適切に進捗管理を行う必要がある。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：自立的発展の実現に向けた基盤整備  
  
重点施策事業名：中城湾港の整備（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  港湾課  
 
１  事業の目的・内容  

   新港地区においては、関係市町村と連携しながら航路の拡充や産業支援港湾と  
しての機能向上に取り組む。また、泡瀬地区においては、スポーツコンベンショ
ン拠点を形成し、沖縄本島中部東海岸地域の活性化を図るため、緑地等の港湾施
設整備を推進する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

中城湾港
の 整 備 

 

5,584,972 
(1,4 32, 452 ) 

 
 
 
 
 
 
 
 

4,886,164 
(1,2 08, 668 ) 

 
 
 
 
 
 

  511,697 
（ 22 1,6 97）  

 
 
 
 
 

142,111 
(2,087) 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１  社会資本整備  
総合交付金（泡  
瀬工区）  

・ 県 道 20 号 線
（泡瀬工区）の整
備を行う。  
 
 
２  港湾改修費  
・ 臨 港 道 路 （ 橋
梁）の耐震補強を
実施する。  
 
 
 
３  沖縄振興公共  
投資交付金（港  
湾）  

・泡瀬地区におい
て、緑地整備工事
及び環境監視調査
等を行う。  

 

 
 
 

4,561,487 
(1,4 23, 087 ) 

 
 
 
 
 
 
 
 

3,961,421 
(1,2 08, 668 ) 

 
 
 
 
 
 

503,591 
(212,332) 

 
 
 
 
 

82,023 
(2,087) 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１  社会資本整備  
総合交付金（泡  
瀬工区）  

・ 県 道 20 号 線
（泡瀬工区）の整
備を行った。  
 
 
２  港湾改修費  
・ 臨 港 道 路 （ 橋
梁）の耐震補強を
実施した。  
 
 
 
３  沖縄振興公共  
投資交付金（港  
湾）  

・泡瀬地区におい
て、緑地整備工事
及び環境監視調査
等を行った。  
 
 
 
 

☆  
最終予算額 
7,096,973 
執行率  
64.3％ 

翌年度繰越額  
2,492,729 
不用額  

42,757 
 

最終予算額 
5,111,164 
翌年度繰越額  
1,149,743 

 
 
 
 

最終予算額 
801,697 

翌年度繰越額  
285,897 
不用額 

12,209 
 

最終予算額 
1,139,112 
翌年度繰越額  
1,057,089 
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   45,000 
 

４  中城湾港新港  
地区物流機能高  
度化等推進事業  

・航路の新設・拡
充に向けた実証実
験を行う。   
 

   14,452 
 

 

４  中城湾港新港  
地区物流機能高  
度化等推進事業  

・航路の新設・拡
充に向けた実証実
験を行った。   

☆  
最終予算額 
  45,000 
不用額 
  30,548 

 

 

 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  

  ⑴   社会資本整備総合交付金（泡瀬工区 ) 
   ⑵   港湾改修費  

⑶   沖縄振興公共投資交付金（港湾）  
   効果：  泡瀬地区において、緑地等の港湾施設の整備により、スポーツコンベ  

ンション拠点の形成が図られ、本島中部東海岸地域の活性化が期待され
る。  

課題：  環境への配慮で施工期間が短い上に、国、県の多数の工事が輻輳（ふ
くそう）し、厳しい施工条件となっている。  
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：自立的発展の実現に向けた基盤整備

重点施策事業名：沖縄都市モノレール輸送力増強事業（継続）

事 業 期 間：令和２年度～令和７年度

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
沖縄都市モノレールの輸送力増強を図るため、２両編成車両を３両編成化す

る。また、車両基地の拡張を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

沖縄都市

モノレー

ル輸送力

増強事業

１ 沖縄都市モノ

レール輸送 力増

強事業

・ 新 車 両 基 地 工

事、３両編成車製

造、駅舎可動安全

柵改修工事等の実

施。

２ 沖縄都市モノ

レール輸送 力増

強事業（イ ンフ

ラ部）

・分岐橋改修、下

部 工 工 事 等 の 実

施。

１ 沖縄都市モノ

レール輸送力増

強事業

・ 新 車 両 基 地 工

事、３両編成車製

造、駅舎可動安全

柵改修工事等の実

施。

２ 沖縄都市モノ

レール輸送力増

強事業（インフ

ラ部）

・分岐橋改修、下

部 工 工 事 等 の 実

施。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

３ 事業の効果 課題
⑴ 沖縄都市モノレール輸送力増強事業
⑵ 沖縄都市モノレール輸送力増強事業（インフラ部）

効果： 令和２年当初まで、乗客数の増加が顕著で最大乗車率が ％台を達
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成するなど、着実に需要が伸びている。令和５年度の乗客数累計は、新
型コロナウイルス感染症流行前の令和元年と比較して ％まで回復して
おり、那覇空港第二滑走路の供用と相まって今後も更なる利用者の増加
への対応が可能となる。

課題： インフラ部の整備に当たって、国が実施する赤嶺トンネル工事や沖縄
都市モノレール 株 が実施する新車両基地建設工事等、近接工事との綿
密な打合せの実施。
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基 本 項 目：新時代沖縄の到来

実 施 項 目：自立的発展の実現に向けた基盤整備

重点施策事業名：利便性の高い公共交通ネットワークの構築（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
健全なモノレール経営を支援するため、効果的な各種施策を実施する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

利便性の

高い公共

交通ネッ

トワーク

の 構 築

１ 都 市 モ ノレー

ル 建 設 推 進 事 業

費

・ 沖 縄 都 市 モ ノ レ

ー ル ㈱ が 行 う ３ 両

化 導 入 に 係 る イ ン

フ ラ 外 整 備 に 対 し

貸付けを行う。

１ 都市モノレー

ル建設推進事業

費

・沖縄都市モノレ

ール㈱が行う３両

化導入に係るイン

フラ外整備に対し

貸付けを行った。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴  都市モノレール建設推進事業費

効果： 県等が沖縄都市モノレール株式会社に貸付けを行うことで、３両化導
入を円滑かつ効果的に推進することができた。

課題： コロナ禍の終息に伴い、沿線需要及び観光客の利用が順調に伸びつつ
あるが、沖縄都市モノレール株式会社の財務状況は依然として厳しい状
況となっている。

利便性の高い公共交通の確保に向け、同社自ら経営安定化に取り組む
とともに、県においては同社の経営見通しの検証等を定期的に行い、市
町村や金融機関とも連携しながら同社の経営安定に資する効果的な各種
施策を実施することが重要である。
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：自立的発展の実現に向けた基盤整備  
  
重点施策事業名：ハシゴ道路ネットワークの構築（継続）  
 
事 業 期 間：平成２年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路街路課  
 
１  事業の目的・内容  

南部東道路、浦添西原線等の幹線道路の整備を推進し、本島南北軸・東西軸を
有機的に結ぶ幹線道路網（ハシゴ道路等ネットワーク）の構築を図る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考 
計   画  実   績  

当 初 

予 算 額 
事業内容  決算額  事業内容  

ハ シ ゴ 道

路 ネ ッ ト

ワ ー ク の

構 築 

8,850,454 

(2,9 05, 254 )  

 

 

 

 

 

 

 

4,399,356 

(1,2 99, 356 )  

 

 

 

 

 

1,920,648 

(820,648) 

 

 

 

 

1,975,698 

(729,498) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  地域連携道路

事業費  

（地域高規格道

路）  

・南部東道路  

 

 

２  高規格ＩＣア

クセス道路整備

事業  

・幸地インター線  

 

 

３  社会資本整備

総合交付金（道

路）  

・浦添西原線（翁  

長～嘉手苅）外５  

か所  

 

4,453,856 

(2,8 15, 562 )  

 

 

 

 

 

 

 

2,112,065 

(1,2 99, 338 )  

 

 

 

 

 

1,317,065 

(744,342) 

 

 

 

 

  813,933 

(716,130) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  地域連携道路

事業費  

（地域高規格道

路）  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

２  高規格ＩＣア

クセス道路整備

事業  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

３  社会資本整備

 総合交付金（道

 路）  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

 

最終予算額  

8,237,955 

執行率  

54.1％  

翌年度繰越額  

3,770,713 

不用額  

   13,386 

 

最終予算額  

3,399,356 

翌年度繰越額  

1,287,273 

不用額  

       18 

 

最終予算額  

3,020,648 

翌年度繰越額  

1,703,583 

 

     

最終予算額  

1,233,451 

翌年度繰越額  

  406,150 

不用額  

   13,368 
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157,503 

(4,503) 

 

 

 

 

397,249 

(51,249) 

４  沖縄振興公共

投資交付金（道

路）  

・浦添西原線外２  

か所  

 

５  沖縄振興公共

投資交付金事業

費（街路）  

・城間前田線外２  

か所  

 

 10,893 

(4,503) 

 

 

 

 

199,900 

(51,249) 

４  沖縄振興公共

投資交付金（道

路）  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

５  沖縄振興公共

投資交付金事業

費（街路）  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

最終予算額  

116,047 

翌年度繰越額  

105,154 

 

 

最終予算額  

468,453 

翌年度繰越額  

268,553 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   地域連携道路事業費（地域高規格道路）                   
効果：  南部東道路は、南城市知念・佐敷・玉城・大里から南風原町を経由

し、那覇空港自動車道に連結させることで、定時・定速を確保し、那覇
市までの 30 分圏の確立を図り、地域住民に都市的サービスを提供する
とともに行動圏の拡大を図り、南部圏域の振興を支援することが期待で
きる。  

課題：  用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に
相当な時間を要している。  

⑵   高規格ＩＣアクセス道路整備事業 
効果：  幸地インター線は、沖縄自動車道と浦添西原線を連結し、那覇都市圏

の交通渋滞緩和に寄与するとともに、てだこ浦西駅と沖縄自動車道を接
続する道路で、沖縄本島中北部から那覇都市圏へのアクセス性向上に資
することが期待できる。  

課題：  用地取得において、一部用地の引渡しに時間を要しており、工事の進
捗に支障が生じている。  

⑶   社会資本整備総合交付金（道路）  
効果：  体系的な幹線道路ネットワークの構築等により、ハシゴ道路ネットワ

ークを構築し、道路のアンバランスな使われ方の解消、深刻な交通渋滞
の緩和、高速道路ＩＣまでのアクセス時間短縮等が期待できる。  

課題：  用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に
相当な時間を要している。  

⑷   沖縄振興公共投資交付金（道路）  
効果：  体系的な幹線道路ネットワークの構築等により、道路のアンバラン  

スな使われ方の解消、深刻な交通渋滞の緩和、高速道路ＩＣまでのアク
セス時間短縮等が期待できる。  

課題：  用地取得において、単価や補償内容不満等で交渉に相当な時間を要し
ている。  

⑸   沖縄振興公共投資交付金（街路）  
効果：  沿道環境及び景観に配慮した道路整備の推進により、渋滞緩和による

道路交通の円滑化、歩行者の利便性・快適性の向上、地域間移動等にお
ける利便性が向上する。  

課題：  用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に
相当な時間を要している。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：自立的発展の実現に向けた基盤整備  
  
重点施策事業名：渋滞ボトルネック対策（継続）  
 
事 業 期 間：平成 29 年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路街路課  
 
１  事業の目的・内容  

本県における慢性的な交通渋滞の緩和に向けて、沖縄地方渋滞対策推進協議会
にて特定された主要渋滞箇所において、道路整備に伴う交差点改良とともに、短
期的に実施可能な渋滞対策を行う。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考 
計   画  実   績  

当 初 

予 算 額 
事業内容  決算額  事業内容  

渋 滞 ボ ト

ル ネ ッ ク

対 策 

 

 

 

 

 

83,620 

 

１  沖縄振興公共

投資交付金（道

路）  

・本島内中部、南  

部の渋滞対策  

 

50,048 

 

１  沖縄振興公共

投資交付金（道

路）  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

 

最終予算額  

109,336 

執行率  

45.8％  

翌年度繰越額  

 59,288 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   沖縄振興公共投資交付金（道路）  
効果：  当該事業を実施することにより、交通渋滞の緩和が期待できる。  
課題：  渋滞対策工事は交通の切り回し等で通常の工事より難易度が高い傾向

にあり、入札の不調や不落が発生しやすい。  
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基  本  項  目：新時代沖縄の到来  
  
実  施  項  目：自立的発展の実現に向けた基盤整備  
  
重点施策事業名：沖縄らしい風景づくり支援事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  都市計画・モノレール課  
 
１  事業の目的・内容  

本県のソフトパワーの源泉である自然環境や歴史・伝統文化と調和する沖縄ら
しい風景づくりを進めるため、人材育成や地域景観の向上に係る合意形成、良質
な公共空間の創出に向けた取組を行う。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

沖縄らし

い風景づ

くり支援

事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

64,835 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄らしい風

景づくり支援事

業  

・沖縄らしい風景

づくりに係るシン

ポジウムを開催す

る。  

・地域の景観向上

への取組をリード

する地域人材育成

等を実施する。  

・景観評価システ

ム運用により景観

配 慮 設 計 等 を 行

う。  

・風景づくりの推

進に寄与する「“

美ら島沖縄”風景

づくり協議会」を

開催する。  

・景観形成に係る

技術開発計画を策

定する。  

31,177 １  沖縄らしい風

景づくり支援事

業  

・沖縄らしい風景

づくりに係るシン

ポジウムを開催し

た。  

・地域の景観向上

への取組をリード

する地域人材育成

等を実施した。  

・景観評価システ

ム運用により景観

配慮設計等を行っ

た。  

・風景づくりの推

進に寄与する「“

美ら島沖縄”風景

づくり協議会」を

開催した。  

 

☆  

最終予算額  

64,835 

執行率  

48.1％  

翌年度繰越額  

24,849 

不用額  

 8,809 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  沖縄らしい風景づくり支援事業  
効果：  沖縄固有の風景の保全・創出により景観に対する県民満足度の向上を

図るとともに、沖縄らしい風景が観光目的となり、観光振興に寄与す
る。  

課題：  景観向上に向けた意識啓発や情報共有など官民一体の横断的取組の促
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進に向けて、“美ら島沖縄”風景づくり協議会の有効な活用が必要であ
る。また、景観評価システムの円滑な運用に向けて、定期的な部内周知
や事業課との情報共有等の連携強化に加え、景観アドバイス会議や実務
研修の開催による県事業担当者や県内コンサルタントの技術力向上が必
要である。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：無電柱化推進事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
１  事業の目的・内容  

災害時の緊急輸送道路の確保、観光地等における良好な景観形成の促進、歩行  
者に優しい安全で快適なゆとりある道路空間創出のため無電柱化の推進を図る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

無電柱化 

推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

433,511 

(31,107) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  無電柱化推進  

事業  

・県道 16 号線等

において電線共同

溝整備を行う。  

 

 

 

222,173 

(27,658) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  無電柱化推進  

事業  

・県道 16 号線等

において電線共同

溝整備を行った。  

 

 

 

最終予算額  

737,511 

執行率  

30.1％  

翌年度繰越額  

511,889 

不用額  

3,449 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  無電柱化推進事業  
効果：  無電柱化を図ることで、台風等の災害時に電柱の倒壊による道路の寸  

断を防止でき、緊急輸送道路の機能確保に寄与した。また、電線類の地  
中化により都市景観の向上、快適な歩行空間の創出に寄与した。  

課題：  電線共同溝整備に掛かる費用が高いため、低コスト化が課題である。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：無電柱化推進計画事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和２年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
１  事業の目的・内容  

災害時の緊急輸送道路の確保、観光地等における良好な景観形成の促進、歩行  
者に優しい安全で快適なゆとりある道路空間創出のため無電柱化の推進を図る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

無電柱化

推進計画

事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

980,020 

(495,839) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  無電柱化推進  

計画事業  

・平良久松港線等

において電線共同

溝整備を行う。  

 

 

 

579,184 

(476,942) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  無電柱化推進  

計画事業  

・平良久松港線等

において電線共同

溝整備を行った。  

 

 

 

最終予算額  

1,065,020 

執行率  

54.4％  

翌年度繰越額  

466,939 

不用額  

18,897 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  無電柱化推進計画事業  
効果：  無電柱化を図ることで、台風等の災害時に電柱の倒壊による道路の寸  

断を防止でき、緊急輸送道路の機能確保に寄与した。また、電線類の地  
中化により都市景観の向上、快適な歩行空間の創出に寄与した。  

課題：  電線共同溝整備に掛かる費用が高いため、低コスト化が課題である。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：道路防災保全（継続）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
１  事業の目的・内容  

県管理道路において、道路橋等の耐震補強及び損傷箇所の補修を行うと共に、
落石等の恐れのある箇所で災害を未然に防止する対策を行い、安全・安心な道路
ネットワークの形成を図る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

道路防災

保 全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,851,473 

（ 73 1,4 73）  

 

 

 

 

 

 

 

1,233,836 

（ 38 3,8 36）  

 

 

 

 

 

 

 

189,893 

（ 13 9,8 93）  

 

 

 

 

 

427,744 

（ 20 7,7 44）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  橋梁補修事業  

 （道路防災保全  

事業）  

・白浜南風見線浦

内橋等において橋

梁補修や長寿命化

計画に係る調査及

び設計を行う。  

 

２  災害防除事業  

（道路防災保全

事業）  

・国道 331 号等に

おいて災害対策を

行う。  

 

３  道路補修事業  

（道路防災保全

事業）  

1,332,915 

（ 72 5,5 81）  

 

 

 

 

 

 

 

790,129 

（ 38 3,0 30）  

 

 

 

 

 

 

 

138,587 

（ 13 4,8 08）  

 

 

 

 

 

404,199 

（ 20 7,7 43）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  橋梁補修事業  

 （道路防災保全  

事業）  

・白浜南風見線浦

内橋等おいて橋梁

補修や長寿命化計

画に係る調査及び

設計を行った。  

 

２  災害防除事業  

（道路防災保全

事業）  

・国道 331 号等に

おいて災害対策を

行った。  

 

３  道路補修事業  

（道路防災保全

事業）  

最終予算額  

1,851,473

執行率  

72.0％  

翌年度繰越額  

512,667 

不用額  

5,891 

 

最終予算額  

1,163,064

翌年度繰越額  

372,129 

不用額  

806 

 

 

 

最終予算額  

145,893 

翌年度繰越額  

2,221 

不用額  

5,085 

 

最終予算額  

542,516 

翌年度繰越額  
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・沖縄環状線等に

おいて舗装や道路

附属物の補修等を

行う。  

 

 

 

 

 

・沖縄環状線等に

おいて舗装や道路

附属物の補修等を

行った。  

 

138,317 

不用額  

0 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  橋梁補修事業  
効果：  「点検（調査）、診断（補修設計等）、措置（補修工事等）、記録」

のメンテナンスサイクルにより事業を実施し、緊急輸送道路など安全で
安心な道路ネットワークの形成に寄与した。  

課題：  定期点検（１回／５年）予算及び定期点検で補修等が必要と診断され
た橋梁の補修予算の確保が課題。  

⑵  災害防除事業  
効果：  事業の実施により、県管理道路の災害を未然に防止することができ、

緊急輸送道路など安全で安心な道路ネットワークの形成に寄与した。  
課題：  近年、集中豪雨が多発していることから、道路防災カルテによる点検

を継続し、危険箇所の早期発見に努める必要がある。  
⑶  道路補修事業  
効果：  「点検（調査）、診断（補修設計等）、措置（補修工事等）、記録」

のメンテナンスサイクルにより事業を実施し、緊急輸送道路など安全で
安心な道路ネットワークの形成に寄与した。  

課題：  定期点検（１回／５年）予算及び定期点検で補修等が必要と診断され
た舗装や道路附属物の補修予算の確保が課題。  
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 基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
 実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
 重点施策事業名：道路メンテナンス事業（継続）  
 
 事 業 期 間：令和２年度～令和 13 年度  
 
 部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
  １  事業の目的・内容  

地域の道路網の安全性・信憑性を確保するため、橋梁、トンネル等の大型道  
路構造物の補修等を行う。  

 
  ２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

道路メン

テナンス

事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,013,399 

（ 1 , 8 1 3 , 3 9 9）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  道路メンテナ

ンス事業  

・県道９号線大保

大橋等大型道路構

造物の補修や長寿

命化計画に係る調

査 及 び 設 計 を 行

う。  

 

 

 

2,238,669 

（ 1 , 7 6 3 , 0 8 9）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  道路メンテナ

ンス事業  

・県道９号線大保

大橋等大型道路構

造物の補修や長寿

命化計画に係る調

査及び設計を行っ

た。  

 

 

 

最終予算額  

4,736,099 

執行率  

47.3％  

翌年度繰越額  

2,407,920 

不用額  

   89,510 

 

 
３   事業の効果 /課題  
⑴   道路メンテナンス事業  
効果：  「点検（調査）、診断（補修設計等）、措置（補修工事等）、記録」  

のメンテナンスサイクルにより事業を実施し、緊急輸送道路など安全で  
安心な道路ネットワークの形成に寄与した。  

課題：  定期点検（１回／５年）予算及び定期点検で補修等が必要と診断され  
た大型道路構造物の補修予算の確保が課題。  
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 基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
 実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
 重点施策事業名：緊急自然災害防止事業費（継続）  
 
 事 業 期 間：令和３年度～令和７年度  
 
 部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
  １  事業の目的・内容  

道路施設における災害の発生予防・拡大防止のため、「緊急自然災害防止対
策事業債」を活用した緊急的な対策を実施する。  

 
  ２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初 

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

緊急自然
災害防止
事 業 費 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,907,409 
（ 42 2,4 09） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１  緊急自然災害
防止対策事業費
（道路防災）  

・県管理道路にお
いて、落石や道路
冠水等の災害発生
を未然に防止する
ため対策を行う。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1,167,963 
（ 41 1,4 83）  

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１  緊急自然災害
防止対策事業費
（道路防災）  

・県管理道路にお
いて、落石や道路
冠水等の災害発生
を未然に防止する
た め 対 策 を 行 っ
た。  
 
 
 
 
 
 
 
 

最終予算額 
2,374,409 
執行率  
49.2％  

翌年度繰越額  
1,195,519 
不用額  
10,927 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  緊急自然災害防止対策事業費（道路防災）  
効果：  事業の実施により、道路施設における災害の発生予防・拡大防止をす

ることができ、緊急輸送道路など安全で安心な道路ネットワークの形成
に寄与した。  

課題：  近年、大雨等による道路法面崩壊や冠水被害が多発していることか
ら、「緊急自然災害防止対策事業債」を活用し、道路施設における緊急
的な対策を実施する必要がある。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：公共交通安全事業（新規）  
 
事 業 期 間：平成 24 年度～令和 13 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
１  事業の目的・内容  

道路利用者の安全を確保するため、交通事故が多発している道路及び、緊急に
交通の安全を確保する必要がある道路について、歩道整備、交差点改良、道路照
明等設置を行う。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

公共交通

安全事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

469,849 

(122,669) 

１  公共交通安全
事業  

・５土木事務所管

内において、歩道

整備、交差点改

良、道路照明等設

置を行う。  

 

 

 

 

 

298,087 

(108,547) 

１  公共交通安全
事業  

・５土木事務所管

内において、歩道

整備、交差点改

良、道路照明等設

置を行った。  

 

 

 

 

 

最終予算額  

469,849 

執行率  

63.4％  

翌年度繰越額  

157,640 

不用額  

14,122 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   公共交通安全事業  
効果：  道路における交通安全施設の充実化及び安全快適な道路空間の創出。  
課題：  地元等からの対策要望箇所が多く、予算確保が課題。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：交通安全対策事業（通学路緊急対策）（新規）  
 
事 業 期 間：令和 4 年度～令和 8 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路管理課  
 
１  事業の目的・内容  

通学路合同点検により抽出された対策必要箇所において、歩道の設置、ガード  
レール等の防護柵の整備等の対策を実施する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

交通安全

対策事業

（通学路

緊急対策） 

 

 

 

 

 

700,000 

(80,000) 

１  交通安全対策

事業（通学路緊

急対策）  

・県道 13 号線、

与那国港線等に係

る 通 学 路 に お い

て 、 歩 道 、 防 護

柵、警戒標識及び

路面標示の設置等

を行う。  

 

 

 

 

391,046 

(80,000) 

１  交通安全対策

事業（通学路緊

急対策）  

・県道 13 号線、

与那国港線等に係

る 通 学 路 に お い

て 、 歩 道 、 防 護

柵、警戒標識及び

路面標示の設置等

を行った。  

 

 

 

 

最終予算額  

810,000 

執行率  

48.3％  

翌年度繰越額  

418,954 

 

 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   交通安全対策事業（通学路緊急対策）  
効果：  県管理道路に係る通学路における交通安全の確保。  
課題：  用地取得において、相続人多数土地等により交渉に時間を要している

箇所がある。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：河川改修事業（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～令和 15 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  河川課  
 
１  事業の目的・内容  

流域の洪水被害の軽減を目的として、河川改修を行い、流下能力の向上を図
る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額 
事業内容  決算額  事業内容  

河川改修

事 業 

3,988,828 

(1,5 56, 434 )  

 

 

 

 

 

 

 

2,877,625 

(1,2 14, 472 )  

 

 

 

 

 

 

 

1,051,203 

(341 ,96 2)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  社会資本整備

総合交付金（河

川）  

・国場川他４河川  

 護岸整備一式  

 浚渫工事一式  

 用地補償一式  

・情報基盤一式  

 

２  沖縄振興公共

投資交付金（河

川）  

・安里川他 11 河

川  

 護岸整備一式  

 用地補償一式  

 

1,941,579 

(1,4 17, 630 )  

 

 

 

 

 

 

 

1,407,522 

(1,0 98, 086 )  

 

 

 

 

 

 

 

534,057 

(319 ,54 4)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  社会資本整備

総合交付金（河

川）  

・国場川他４河川  

 護岸整備一式  

 浚渫工事一式  

 用地補償一式  

・情報基盤一式  

 

２  沖縄振興公共

投資交付金（河

川）  

・安里川他 11 河

川  

 護岸整備一式  

 用地補償一式  

 

最終予算額  

3,695,506 

執行率  

52.5％  

翌年度繰越額  

1,718,213 

不用額  

35,714 

 

最終予算額  

2,523,303 

翌年度繰越額  

1,109,334 

不用額  

6,447 

 

 

 

最終予算額  

1,112,203 

翌年度繰越額  

548,879 

不用額  

29,267 
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 60,000 

(0)  

 

３  総合流域防災

事 業 （ 効 果 促

進）  

・報得川他５河川  

 洪水浸水想定区

域図作成一式  

0 

(0)  

 

３  総合流域防災

事 業 （ 効 果 促

進）  

・報得川他５河川  

 洪水浸水想定区

域図作成一式  

 

 

最終予算額  

60,000 

翌年度繰越額  

60,000 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  社会資本整備総合交付金（河川）  
⑵  沖縄振興公共投資交付金（河川）  
効果：  治水事業を推進することにより災害の発生を未然に防止するとともに

県民の生命、財産を守り、県土の保全に資する。  
県管理二級河川の河川整備率  66.2％（Ｒ５末）  

課題：  国場川、安里川及び安謝川等の都市河川では、橋梁架け替え工事、占
用物等の調整、用地取得等に時間を要している。  

⑶  総合流域防災事業（効果促進）  
効果：  洪水浸水想定区域図を作成することで、災害時の避難活動の迅速化や

浸水被害の軽減を図る。  
課題：  既往資料で河道条件の整理ができない区間があり、測量データ等の資

料追加収集に時間を要している。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：堰堤改良事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 30 年度～令和 10 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  河川課  
 
１  事業の目的・内容  

ダム長寿命化計画に基づく機器の改良を行うことにより、ダムの安定的な運用
を図る。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額 
事業内容  決算額  事業内容  

堰堤改良

事 業 

332,345 

(301,400) 

 

１  沖縄振興公共

投資交付金（河

川）  

・倉敷ダム・真栄

里ダム２か所  

 設計業務一式  

 電気工事一式  

 設備工事一式  

 土木構造物工事一式  

302,321 

(286,513) 

 

１  沖縄振興公共

投資交付金（河

川）  

・倉敷ダム・真栄

里ダム２か所  

 設計業務一式  

 電気工事一式  

 設備工事一式  

 土木構造物工事一式  

最終予算額  

332,345 

執行率  

91.0％  

不用額  

30,024 

 

 

 

 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  沖縄振興公共投資交付金（河川）  
効果：  ダムの安定的な運用を図ることにより、安全で安定的なダム管理運営

につながり、ダム下流で生活する住民の生命・財産を守ること、及び  
       地域への水の安定的供給に寄与している。  

課題：  各設備毎で詳細設計後にしか施工に着手できないため、設計の遅れに
より施工の後倒しが生じないように工程管理を適切に行う必要がある。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：海岸保全施設の整備（国土交通省所管海岸）（継続）  
 
事 業 期 間：平成 21 年度～令和９年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  海岸防災課  
 
１  事業の目的・内容  

高潮、波浪、津波等により大きな被害が発生するおそれのある地域における災
害の防止・軽減のため、堤防・護岸・離岸堤・突堤等の海岸保全施設の新設、改
良、老朽化対策を実施する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

海岸保全

施設の整

備（国土

交通省所

管海岸）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

951,084 

 (235,978) 

 

 

 

 

 

 

 

286,975 

 （ 41,454） 

 

 

 

 

 

 

119,203 

 (3,000) 

 

 

 

 

 

 

 

220,000 

(60,000) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  海岸事業費

（防災・安全）  

・水釜海岸等にお

いて、高潮等対策

に 係 る 整 備 を 行

う。  

 

 

２  海岸事業費  

・川平海岸におい

て、老朽化対策に

係る整備を行うと

ともに、県内の海

岸保全施設の長寿

命化計画の策定を

行う。  

 

３  海岸メンテナ  

ンス事業費  

313,585 

 (226,968) 

 

 

 

 

 

 

 

63,741 

   (38,432) 

 

 

 

 

 

 

9,759 

 (3,000) 

 

 

 

 

 

 

 

67,754 

  (58,218) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  海岸事業費  

（防災・安全）  

・水釜海岸等の海

岸保全施設におい

て、高潮等対策に

かかる整備を推進

した。  

 

２  海岸事業費  

・川平海岸におい

て、老朽化対策に

係る整備を推進し

たとともに、県内

の海岸保全施設の

長寿命化計画の策

定を行った。  

 

３  海岸メンテナ  

ンス事業費  

最終予算額  

859,084 

執行率  

 36.5％  

翌年度繰越額  

526,083 

不用額  

 19,416 

 

最終予算額  

166,975 

翌年度繰越額  

 98,513 

不用額  

 4,721 

 

 

最終予算額  

119,203 

翌年度繰越額  

108,946 

不用額  

    498 

 

 

 

最終予算額  

170,000 
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112,906 

(21,524) 

 

 

 

 

 

 

212,000 

(110,000) 

・伊佐海岸等にお

いて、老朽化対策

に係る整備を行

う。  

 

４  港湾海岸事業  

 費  

・塩屋港海岸（白

浜地区）等におい

て、老朽化対策に

係る整備を行う。  

 

 

５  港湾海岸メン  

テナンス事業費  

・中城湾港海岸

（川田地区）等に

おいて、老朽化対

策に係る整備を行

う。  

 

 

 

 

 

 

48,267 

  (17,318) 

 

 

 

 

 

 

124,064 

 (110,000) 

・伊佐海岸等にお

いて、老朽化対策

に係る整備を推進

した。  

 

４  港湾海岸事業  

 費  

・塩屋港海岸（白

浜地区）等におい

て、老朽化対策に

係る整備を推進し

た。  

 

５  港湾海岸メン  

テナンス事業費  

・中城湾港海岸

（川田地区）等に

おいて、老朽化対

策に係る整備を推

進した。  

翌年度繰越額 

 100,464 

不用額  

  1,782 

 

最終予算額 

 112,906 

翌年度繰越額 

53,538 

不用額  

11,101 

 

 

最終予算額

290,000 

翌年度繰越額

164,622 

不用額  

1,314 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   海岸事業費（防災・安全） 
効果：  海岸保全施設の防護機能が強化され、台風発生時の高潮・波浪等によ

る被害から県民の生命・財産が守られる。  
課題：  海岸保全施設の整備工事を実施するに当たっては、事業地外の海域に

汚濁が流出しないようにする等、環境に十分配慮しながら事業を推進
する必要がある。  

⑵   海岸事業費、海岸メンテナンス事業費、港湾海岸事業費、港湾海岸メンテナ
ンス事業費  
効果：  海岸保全施設の防護機能が確保され、台風発生時の高潮・波浪等によ

る被害から県民の生命・財産が守られる。  
課題：  沖縄県においては本土復帰前後に築造された海岸保全施設が多く存在

する。これらの施設の老朽化が進行していることから、計画的な老朽
化対策事業を実施する必要があるとともに、整備に当たっては、事業
地外の海域に汚濁が流出しないようにする等、環境に十分配慮しなが
ら事業を推進する必要がある。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：総合流域防災事業（基礎調査）（継続）  
 
事 業 期 間：平成 18 年度～令和 12 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  海岸防災課  
 
１  事業の目的・内容  

土砂災害のハード対策とあわせ、危険性のある区域を明らかにし、警戒避難体  
  制の整備や一定の開発行為の制限等のソフト対策を充実するため、土砂災害警戒  
  区域等の指定根拠となる基礎調査を実施する。  
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

総合流域

防災事業

（基礎調

査）  

 

 

 

 

192,457 

 (175,457) 

 

 

 

 

 

 

１  総合流域防災

事業費（基礎調

査）  

・土砂災害警戒区

域等の指定を行う

ための基礎調査を

実施する。  

 

192,849 

 (175,457) 

 

 

 

 

 

 

１  総合流域防災

事業費（基礎調

査）  

・土砂災害警戒区

域等の指定を行う

ための基礎調査を

実施した。  

 

最終予算額  

 423,457

執行率  

45.5％  

翌年度繰越額  

230,608 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  総合流域防災事業費（基礎調査）  
効果：  土砂災害から人命を守るため、土砂災害防止工事等のハード対策と

併せて、危険性のある区域を明らかにし、その中で警戒避難体制の整
備や一定の開発行為の制限等ソフト対策を充実させる。  

課題：  基礎調査による新規箇所が膨大であるため、調査及び区域指定の効
率化に課題がある。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：土砂災害対策事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 18 年度～令和 12 年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  海岸防災課  
 
１  事業の目的・内容  

土石流、地すべり、がけ崩れが発生する恐れのある地域における被災の防止・
軽減を図るため、砂防設備、地すべり防止施設及び急傾斜地崩壊防止施設の整備
を実施する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

土砂災害

対策事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,531,698 

(1,785,847) 

 

 

 

 

 

 

 

231,384 

 (126,956) 

 

 

 

 

 

1,394,803 

(951,442) 

 

 

 

 

 

905,511 

(707,449) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  総合流域防災

事業費（砂防）  

・安和与那川等、

４か所で流路工等

の整備や用地買収

等を行う。  

 

２  地すべり対策

 事業費  

・豊原地区等、 12

地区で抑制工、調

査測量設計などを

行う。  

 

３  急傾斜地崩壊  

対策事業費  

・島袋地区等、８

地区において法面

工、調査設計等を

1,868,528 

 (1,655,049) 

 

 

 

 

 

 

 

159,900 

 (123,482) 

 

 

 

 

 

954,491 

(854,376) 

 

 

 

 

 

754,137 

(677,191) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  総合流域防災

事業費（砂防）  

・安和与那川等、

３か所で流路工等

の整備や用地買収

等を行った。  

 

２  地すべり対策  

 事業費  

・豊原地区等、 12

地区で抑制工、調

査測量設計などを

行った。  

 

３  急傾斜地崩壊  

対策事業費  

・島袋地区等、７

地区において法面

工、調査設計等を

最終予算額  

3,453,688 

執行率  

54.1％  

翌年度繰越額  

1,446,799 

不用額  

 138,361 

 

最終予算額 

 231,384 

翌年度繰越額 

   64,713 

不用額  

    6,771 

 

最終予算額  

1,874,803

翌年度繰越額  

 819,291 

不用額  

 101,021 

 

最終予算額 

1,347,501 

翌年度繰越額 

 562,795 

不用額  
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行う。  行った。    30,569 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   総合流域防災事業費（砂防）  
効果：  土砂災害対策として砂防関係施設を整備することにより、台風の襲来

や豪雨等により発生する土砂災害から被害を除去し、又は軽減し、地域
住民の財産と生命を守り、住民の安全と安心を確保することができる。  

課題：  用地買収において相続関係人が多く、権利者追跡調査や遺産分割協
議、用地交渉に相当の時間を要していることから、用地取得の促進を図
るため公共事業施行推進事業（総合的技術支援業務：アウトソーシン
グ）を積極的に活用する。  

⑵   地すべり対策事業費  
効果：  地すべり防止施設の整備等を行うことにより、地すべり等の土砂災害

から県民の生命と財産を保全し安心・安全が確保される。  
課題：  事業の実施に当たって、関係地権者から施工同意を得る必要がある

が、理解を得るのに時間を要しているため、引き続き関係市町村と連携
し事業の理解と協力が得られるよう努力していく。  

⑶   急傾斜地崩壊対策事業費  
効果：  急傾斜地崩壊防止施設の整備等を行うことにより、急傾斜地崩壊等の

土砂災害から県民の生命と財産を保全し安心・安全が確保される。  
課題：  当事業は、用地取得を行わず地権者の同意を経て実施するものであ

り、関係地権者の同意取得に時間を要することから、引き続き関係市町
村と連携し事業の理解と協力が得られるよう努力していく。  
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基  本  項  目：誇りある豊かさ  
  
実  施  項  目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり  
  
重点施策事業名：港湾長寿命化事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 31 年度～令和８年度  
 
部 課 等 名：土木建築部  港湾課  
   
１  事業の目的・内容  

県が管理する重要港湾３港、地方港湾 35 港の計 38 港湾の港湾施設を計画的  
に修繕し、港湾利用者の安全確保を図る。  

 
   
 ２  事業の実績  
                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

港湾長寿
命化事業 
 

 

868,412 
（ 27 8,4 12）  

 

１  老朽化した施
設（防波堤、岸
壁、港湾施設用
地、泊地、臨港
道路等）の修繕
等を行う。  

 
 

376,027 
（ 23 3,0 86）  

 

１  老朽化した施
設（防波堤、岸
壁、港湾施設用
地、泊地、臨港
道路等）の修繕
等を行った。  

 
 

最終予算額 
868,412 
執行率 
43.3％ 

翌年度繰越額  
447,059 
不用額  
45,326 

 
３   事業の効果 /課題  
⑴   港湾長寿命化事業  
効果：   港湾施設の老朽化対策を実施することで、港湾施設の安全性が確保  

できる。  
課題：   離島地域の工事では不調・不落が頻繁に発生していることから、当該

離島地域の公共工事の受発注動向を踏まえながら、適切な発注方式を採
用し、執行率の向上に努めていく必要がある。  
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基 本 項 目：誇りある豊かさ

実 施 項 目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり

重点施策事業名：モノレール関連施設にかかる長寿命化（継続）

事 業 期 間：平成 年度～

部 課 等 名：土木建築部 都市計画・モノレール課

１ 事業の目的・内容
沖縄県が管理するモノレールインフラ施設について、長寿命化修繕計画に基づ

き、点検及び補修を行い、安全・安心な道路ネットワークの形成を図る。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

モノレー

ル関連施

設にかか

る長寿命

化

１ 沖 縄 都 市モノ

レ ー ル 道 整 備 事

業費（道路）

・ モ ノ レ ー ル分岐

器 修 繕 及 び 点検業

務の実施。

・ 昇 降 機 等 設計業

務の実施。

１ 沖縄都市モノ

レール道整備事

業費（道路）

・モノレール分岐

器修繕及び点検業

務の実施。

・昇降機等設計業

務の実施。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 沖縄都市モノレール道路整備事業費（道路）

効果： 運行の基礎となるモノレールのインフラ部（桁、支柱、駅舎等）の定
期点検や長寿命化計画に基づいた修繕など、安定した保守管理を実施す
ることで、主要な公共交通機関であるモノレールを安全・安心に利用す
ることが可能となる。

課題： 他県と比較して高温多湿、季節風や台風による塩害など、鋼材の腐食
が促進される環境にある中でのインフラ部（桁、支柱、駅舎等）の長寿
命化対策。
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基 本 項 目：誇りある豊かさ

実 施 項 目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり

重点施策事業名：建築物安全化支援事業（継続）

事 業 期 間：令和３年度～令和 年度

部 課 等 名：土木建築部 建築指導課

１ 事業の目的・内容
民間の住宅及び建築物等の耐震診断・耐震改修等を支援する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重 点 施 策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

建 築 物 安

全 化 支 援

事 業

１ 簡易診断技術

者派遣等事業

・県内建築物の耐

震化率向上を図る

ため、簡易診断技

術者等の派遣や普

及啓発活動、相談

窓口の設置等を行

う。

２ 民間建築物耐

震 化 支 援 事 業

市町村補助）

・民間建築物耐震

診断・改修等事業

に係る市町村補助

を行う。

１ 簡易診断技術

者派遣等事業

・県内建築物の耐

震化率向上を図る

ため、簡易診断技

術者等の派遣や普

及啓発活動、相談

窓口の設置等を行

った。

２ 民間建築物耐

震 化 支 援 事 業

市町村補助）

・民間建築物耐震

診断・改修等事業

に係る市町村補助

を行った。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

不用額
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３ 事業の効果 課題

⑴ 簡易診断技術者派遣等事業

効果： ポスター掲示や市町村広報誌へ耐震に関する掲載を行うことで普及啓
発を図り、簡易診断技術者等派遣 件、耐震相談窓口の利用者数 件
であった。

課題： 鉄筋コンクリート造の住宅等の耐震診断・改修等に要する費用は木造
住宅に比べて高額であるため、住宅等の詳細な耐震診断の実施がほとん
どない状況である。大規模地震に備え、建築物の耐震化の普及啓発を継
続して行う必要がある。

⑵ 民間建築物耐震化支援事業（市町村補助）
効果： 民間建築物に対する補助の実施により耐震化の推進が図られた。
課題： 大規模地震に備え、建築物の耐震化の普及啓発、全ての市町村での補

助制度の構築が必要である。

４ その他

沖縄県耐震改修促進計画における耐震化の目標

住宅の耐震化率については、現状の ％（平成 年度）から令和 年度ま
でに耐震性が不十分な建物を概ね解消することを目指す。

耐震診断義務付け対象建築物の耐震化率については、現状の ％（令和２年
度）から令和７年度までに耐震性が不十分な建物を概ね解消することを目指す。
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：生活基盤及び生活環境の充実・強化  
  
重点施策事業名：下水道事業（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  下水道課  
 
１  事業の目的・内容  

   持続可能な下水道施設構築に向けた広域化・共同化、施設の増強・更新・耐震
化や、都市の浸水対策を推進する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

下 水 道 

事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10,631,410 

(4,5 23, 235 )  

 

 

 

 

 

 

 

576,001 

(138,001) 

 

 

 

 

 

 

 

 

6,234,872 

(2,9 36, 472 )  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  中部流域下水

道事業建設改良

費（沖縄振興公

共投資交付金）  

・那覇処理区及び

伊佐浜処理区にお

いて、汚水管渠の

整 備 、 改 築 を 行

う。  

 

２  中部流域下水

道事業建設改良

費（社会資本整

備総合交付金）  

・那覇処理区及び

伊佐浜処理区にお

いて、汚水処理施

設の整備、改築を

行う。  

 

7,326,031 

(3,8 98, 172 )  

 

 

 

 

 

 

 

274,067 

(138,001) 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,322,744 

(2,4 91, 002 )  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  中部流域下水

道事業建設改良

費（沖縄振興公

共投資交付金）  

・那覇処理区及び

伊佐浜処理区にお

いて、汚水管渠の

整備、改築を行っ

た。  

 

２  中部流域下水

道事業建設改良

費（社会資本整

備総合交付金）  

・那覇処理区及び

伊佐浜処理区にお

いて、汚水処理施

設の整備、改築を

行った。  

 

最終予算額  

10,713,618 

執行率  

68.4％  

翌年度繰越額  

3,356,041 

不用額  

31,546 

 

最終予算額  

464,993 

翌年度繰越額  

190,591 

不用額  

335 

 

 

 

 

最終予算額  

6,243,288 

翌年度繰越額  

1,917,467 

不用額  

3,077 
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435,833 

(159,233) 

 

 

 

 

 

 

 

35,400 

(0) 

 

 

 

 

 

 

 

3,349,304 

(1,2 89, 529 )  

 

 

 

 

 

 

 

３  中城湾流域下

水道事業建設改

良費  

・具志川処理区に

おいて、汚水管渠

及び汚水処理施設

等の整備、改築を

行う。  

 

４  中城湾南部流

域下水道事業建

設改良費  

・西原処理区にお

いて、汚水管渠及

び汚水処理施設等

の整備、改築を行

う。  

 

５  沖縄振興公共

投資交付金（下

水道課市町村事

業）  

・県内 23 市町村

において公共下水

道を整備する。  

106,938 

(17,010) 

 

 

 

 

 

 

 

16,607 

(0) 

 

 

 

 

 

 

 

2,605,675 

(1,2 52, 159 )  

 

 

 

 

 

 

 

３  中城湾流域下

水道事業建設改

良費  

・具志川処理区に

おいて、汚水管渠

及び汚水処理施設

等の整備、改築を

行った。  

 

４  中城湾南部流

域下水道事業建

設改良費  

・西原処理区にお

いて、汚水管渠及

び汚水処理施設等

の整備、改築を行

った。  

 

５  沖縄振興公共

投資交付金（下

水道課市町村事

業）  

・県内 23 市町村

において公共下水

道を整備した。  

最終予算額  

441,828 

翌年度繰越額  

308,386 

不用額  

26,504 

 

 

 

最終予算額  

137,061 

翌年度繰越額  

120,454 

 

 

 

 

 

最終予算額  

3,426,448 

翌年度繰越額  

819,143 

不用額  

1,630 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   中部流域下水道事業建設改良費（沖縄振興公共投資交付金）  
効果：  那覇・伊佐浜処理区汚水管渠及び汚水処理施設等の整備・改築によ

り、適切に汚水を処理し、公共用水域の水質保全及び生活環境の向上を
図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全が図られ、
観光客等の増加に寄与する。  

課題：  那覇・伊佐浜処理区の汚水管渠及び汚水処理施設等は築後 40 年以上
経過しており、老朽化しているため重点的に整備・改築を実施し、処理
能力を確保する必要がある。  

⑵   中部流域下水道事業建設改良費（社会資本整備総合交付金）  
効果：  那覇・伊佐浜処理区の汚水処理施設の整備、改築（耐震化）により、

適切に汚水を処理し、公共用水域の水質保全及び生活環境の向上を図
る。また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全が図られ、観
光客等の増加に寄与する。  

課題：  那覇・伊佐浜処理区の汚水処理施設は築後 40 年以上経過しており、
老朽化しているため、重点的に整備・耐震化を実施し、処理能力を確保
する必要がある。  

⑶   中城湾流域下水道事業建設改良費  
効果：  具志川処理区の汚水管渠及び汚水処理施設等の整備、改築により、適

切に汚水を処理し、公共用水域の水質保全及び生活環境の向上を図る。
また、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全が図られ、観光客
等の増加に寄与する。  
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課題：  増加する汚水量に対応するため、汚水管渠及び汚水処理施設等の整
備、改築を行う必要がある。  

⑷   中城湾南部流域下水道事業建設改良費  
効果：  西原処理区の汚水管渠及び汚水処理施設等の整備、改築により、適切

に汚水を処理し、公共用水域の水質保全及び生活環境の向上を図る。ま
た、間接的に沖縄の観光資源である自然環境の保全が図られ、観光客等
の増加に寄与する。  

課題：  増加する汚水量に対応するため、汚水管渠及び汚水処理施設等の整
備、改築を行う必要がある。  

⑸   沖縄振興公共投資交付金（下水道課市町村事業）  
効果：  公共下水道の整備により、適切に汚水を処理し、公共用水域の水質保

全及び生活環境の向上を図る。また、間接的に沖縄の観光資源である自
然環境の保全が図られ、観光客等の増加が期待できる。  

課題：  県内においては、町村部及び離島における下水道人口普及率が低く、
５万人未満の市町村では 41.7％（全国 54.3％）であり、整備が遅れて
いる市町村を中心に整備を進める必要がある。  
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：生活基盤及び生活環境の充実・強化  
  
重点施策事業名：公営住宅等整備事業（継続）  
  
事 業 期 間：平成 22 年度～   
  
部 課 等 名：土木建築部  住宅課  
  
１  事業の目的・内容  

住宅に困窮している低額所得世帯に対して、健康で文化的な住生活の基盤とな
る住宅を確保する。  

  
２  事業の実績  

                               （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当  初  

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

公営住宅

等整備事

業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9,279,050 

（ 3,076,287）  

 

 

 

 

 

 

  

3,121,250 

(1,002,844) 

 

 

 

 

 

2,121,504 

(393,084) 

 

 

 

 

 

 

1,186,820 

(224,685) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  県営住宅建設

費（社会資本） 

・管理戸数 200 戸

以上の県営住宅の

建 替 事 業 等 を 行

う。 

 

２  県営住宅建設

費（公共投資） 

・管理戸数 200 戸

未満の県営住宅の

建替事業及び外壁

改 修 工 事 等 を 行

う。 

 

３  沖縄振興公共

投資交付金（住

宅 課 市 町 村 事

業） 

・市町村の公営住

6,642,536 

（ 3,006,516）  

 

 

 

 

 

 

 

2,158,078 

（ 992,621）  

 

 

 

 

 

1,694,057 

(390,791) 

 

 

 

 

 

 

  745,912 

(224,685) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  県営住宅建設

費（社会資本） 

・管理戸数 200 戸

以上の県営住宅の

建替事業等を行っ

た。 

 

２  県営住宅建設

費（公共投資） 

・管理戸数 200 戸

未満の県営住宅の

建替事業及び外壁

改修工事等を行っ

た。 

 

３  沖縄振興公共

投資交付金（住

宅 課 市 町 村 事

業）  
・市町村の公営住

最終予算額  

9,314,329 

執行率  

71.3％  

翌年度繰越額  

2,596,316 

不用額  

   75,477 

 

最終予算額  

3,153,930 

翌年度繰越額  

980,982 

不用額  

14,870 

 

最終予算額  

2,121,504 

翌年度繰越額  

425,095 

不用額  

2,352 

 

 

最終予算額  

1,186,820 

翌年度繰越額  

440,908 
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2,849,476 

(1,455,674）  

 

宅整備事業等に対

する補助を行う。  
 
 
４  地域居住機能

再生推進事業 

・県営新川団地建

替事業を行う。  
 
 
 

 

 

 

 

2,044,489 

(1,398,419）  

 

宅整備事業等に対

す る 補 助 を 行 っ

た。 

 
４ 地域居住機能

再生推進事業 

・県営新川団地建

替事業を行った。 

 

 

 

 

最終予算額  

2,852,075 

翌年度繰越額  

749,331 

不用額  

58,255 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  県営住宅建設費（社会資本）  
効果：  令和４年度に着手している県営南風原第二団地（第３期）建替事業

（ 60 戸）については、令和６年度に完成予定である。  
また、県営高原団地（第１期）建替事業（ 93 戸）が完了し、住宅に

困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住宅を供給し、県民生活
の安定と社会福祉の増進が期待される。  

課題：  外壁改修工事については、入居者との調整に時間を要することがあ
る。  

⑵  県営住宅建設費（公共投資）  
効果：  令和４年度から着手している県営松川団地（第１期）建替事業 (54

戸 )については令和６年度に完成する予定である。  
また、県営平良北団地（第１期）建替事業（ 47 戸）、県営住宅エレ

ベーター耐震改修工事が完了した。  
これにより、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住

宅を供給し、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待される。  
課題：  建替事業だけではなく、外壁改修工事、ＥＶ改修工事の実施により、

建物の長寿命化を図る必要があるため、予算の確保が課題である。  
⑶  沖縄振興公共投資交付金（住宅課市町村事業）  
効果：  市町村の新築・建替事業において、１町で４戸完成し、４市町村 138

戸が建設中であり、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃
貸住宅を供給することとなり、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待
される。  

課題：  離島市町村において、入札不調・不落により事業が予定どおり執行で
きないことがある。  

⑷  地域居住機能再生推進費  
効果：  県営赤道団地（第１期）建替事業（ 58 戸）、県営新川団地（第３

期）建替事業（ 80 戸）が完了した。  
これにより、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃の賃貸住

宅を供給し、県民生活の安定と社会福祉の増進が期待される。  
課題：  離島市において、入札不調・不落により事業が予定どおりに執行でき

ないことがある。  
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：生活基盤及び生活環境の充実・強化  
  
重点施策事業名：沖縄県住宅ストック活用市町村助成支援事業（継続）  
  
事 業 期 間：令和３年度～令和７年度  
 
部  課  等  名：土木建築部  住宅課  
 
 １  事業の目的・内容  

住宅の質の向上及び新しい生活様式に対応した住環境の整備を推進するため、
市町村で実施する住宅リフォーム補助額のうち一部を予算の範囲内において補助
金を交付する。  

 
 ２  事業の実績  

（単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度   

備  考  計   画  実   績  

当  初  

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

沖縄県住  

宅ストッ  

ク活用市  

町村助成  

支援事業  

 

 

 

 

 

9,344 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄県住宅ス

トック活用市町

村助成支援事業  

・ 11 市町村（沖縄

市等）に対して、

バリアフリー改修

工事等に係る費用

の 一 部 を 支 援 す

る。  

 

8,518 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄県住宅ス

トック活用市町

村助成支援事業  

・ 11 市町村（沖縄

市等）に対して、

236 件の改修工事

等について支援を

行った。  

 

最終予算額  

9,344 

執行率  

91.2％  

不用額  

826 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  沖縄県住宅ストック活用市町村助成支援事業  
効果：  県が支援を始めたことにより、実施市町村が平成 25 年度の３市町村  

から平成 30 年度には 13 市町村まで拡大した。令和５年度は 11 市町村
が同事業を実施している。  
令和５年度における住宅リフォームの支援件数は 236 件となってお

り、住宅のバリアフリー化の促進及び耐久性の向上に寄与した。  
課題：  更なる住環境の向上を図るため、住宅リフォームの実施件数の増加に

取り組む必要がある。  
このため、市町村に対してリフォーム工事の具体的な事例を周知する

など、当該事業の活用促進に努める必要がある。  
 
４  その他  

令和３年度より、市町村要望により「子育て支援改修工事」及び「新たな日常
への対応」として「テレワーク推進改修工事」を助成対象に追加している。  
平成 25 年度～令和２年度まで、「沖縄県リフォーム市町村助成支援事業」と

して同様の支援を行ってきた。  

 



－ 476 －

基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：生活基盤及び生活環境の充実・強化  
  
重点施策事業名：沖縄県居住支援協議会事業推進補助金（継続）  
  
事 業 期 間：平成 27 年度～  
  
部  課  等  名：土木建築部  住宅課  
  
 １  事業の目的・内容  

高齢者等の住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅等への入居の円滑化に資する事業を
実施する「沖縄県居住支援協議会」の活動を促進し、同協議会が実施する事業に要
する費用を補助する。  

 

 ２  事業の実績  
（単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当  初  

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

沖 縄 県 居

住 支 援 協

議 会 事 業

推 進 補 助

金     

9,000 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

１  住宅企画費  

（単独事業）  

・住宅確保要配慮

者の民間賃貸住宅

への入居促進のた

めの支援措置や住

宅情報の提供を行

う沖縄県居住支援

協議会が実施する

事業に対して補助

を行う。  

 

9,000 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１  住宅企画費  

（単独事業）  

・住宅確保要配慮

者の民間賃貸住宅

への入居促進のた

めの支援措置や住

宅情報の提供を行

う沖縄県居住支援

協議会が実施する

事業に対して補助

を行った。  

 

最終予算額  

9,000 
執行率  
100％  

 

 

 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  沖縄県居住支援協議会事業推進補助金  
効果：  沖縄県居住支援協議会の実施する沖縄県あんしん賃貸支援事業によ

り、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居に協力する支援団体の登
録が促進された。また、住宅確保要配慮者への相談窓口を設けること
で、民間賃貸住宅への入居が促進された。また、令和５年度は県内で初
めて市町村の協議会が設立された。（沖縄市居住支援協議会Ｒ６ .２設
立）  

課題：  住宅セーフティネットを推進するためには、「福祉」、「住宅」が連
携し地域の実情に精通する市町村居住支援協議会の役割が重要であり、
その早期設立が課題である。  

 

４  その他  

住宅要配慮者の民間賃貸住宅への入居促進のため、沖縄県居住支援協議会では
専門相談員（社会福祉士）を配置し、相談体制を整えている。  
市町村居住支援協議会設立に向けての勉強会、新たな住宅セーフティネット制

度の周知のために説明会やシンポジウムを行った。  
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：生活基盤及び生活環境の充実・強化

重点施策事業名：都市公園整備事業（継続）

事 業 期 間：昭和 年度～

部 課 等 名：土木建築部 都市公園課

１ 事業の目的・内容
災害時の避難場所、環境緑化や自然の保全、緑とふれあう憩いの場所の創出、

レクリエーション活動の場としての都市公園整備を行う。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

都市公園

整備事業

１ 公園費（社会

資本交付金）

・県営公園６か所に

ついて公園整備を実

施する。

２ 公園費（公共

投資交付金）

・県営公園４か所に

ついて公園施設の改

築等を実施する。

３ 沖縄振興公共

投資交付金（都

市公園課市町村

事業）

・市町村への補助を

行 う （ 市 町

村）。

１ 公園費（社会

資本交付金）

・県営公園６か所に

ついて公園整備を実

施した。

２ 公園費（公共

投資交付金）

・県営公園４か所に

ついて公園施設の改

築等を実施した。

３ 沖縄振興公共

投資交付金（都

市公園課市町村

事業）

・市町村への補助を

行 っ た （ 市 町

村）。

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

不用額
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３ 事業の効果 課題
⑴ 公園費（社会資本交付金）

効果： 災害時の避難場所や自然との共生や歴史・文化など地方部の風光明媚な
特色を生かした観光・リゾート産業の振興及びレクリエーション活動並び
に地域活性化の支援など県民の多様なニーズに対応した公園を整備でき
る。

課題： 公園整備を行うに当たり公園予定地の用地確保が必要となるが、用地取
得や物件補償において、事業への理解が得られないことや代替地が確保で
きない等により地権者の協力が得られないため、契約に至るまでの交渉に
長期間を要している。

⑵ 公園費（公共投資交付金）
効果： 災害時の避難場所や自然・歴史・文化などの特色を生かした観光産業、

レクリエーション活動など子供や高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利
用できる公園を整備できる。

課題： 公園施設の改築工事は小規模な工事が多いことから、複数工事箇所の一
括発注や他事業との合併発注など、不調・不落にならない発注方法を工夫
する必要がある。

⑶ 沖縄振興公共投資交付金（都市公園課市町村事業）
効果： 災害時の避難場所や自然・歴史・文化などの特色を生かした観光産業、

レクリエーション活動など子供や高齢者をはじめ誰もが安全で安心して利
用できる公園を整備できる。

課題： 用地取得や物件補償において、事業への理解が得られないことや代替地
が確保できない等により地権者の協力が得られないため、契約に至るまで
の交渉に長期間を要している。

また、老朽化した公園施設の改築・更新も必要であることから、効率的
な執行計画が課題となる。

４ その他
・ 公園費（社会資本交付金）の県営都市公園６か所とは、沖縄県総合運動公園、

中城公園、浦添大公園、首里城公園、平和祈念公園、宮古広域公園である。
・ 公園費（公共投資交付金）の県営都市公園４か所とは、名護中央公園、奥武山

公園、海軍壕公園、バンナ公園である。
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築

実 施 項 目：離島・過疎地域の持続可能な地域づくり

重点施策事業名：離島空港整備事業（継続）

事 業 期 間：昭和 年度～

部 課 等 名：土木建築部 空港課

１ 事業の目的・内容
離島空港施設の更新整備及び機能向上に向けた基礎調査、施設整備及び維持修

繕を行うとともに、耐震化対策を推進する。

２ 事業の実績
（単位：千円）

重点施策

事 業 名

令 和 ５ 年 度

備 考
計 画 実 績

当 初

予算額
事業内容 決算額 事業内容

離島空港

整備事業

１ 公 共 離 島 空 港

整備事業

・空港の基本施設

の維持更新整備を

実施する。

２ 県 単 離 島 空 港

整備事業費

・空港施設の機能

向上に向け、調査

、更新整備及び耐

震化対策を実施・

検討する。

３ 沖 縄 振 興 公 共

投 資 交 付 金 （ 空

港課）

・下地島空港の構

１ 公 共 離 島 空 港

整備事業

・空港の基本施設

の維持更新整備を

実施した。

２ 県 単 離 島 空 港

整備事業費

・空港施設の機能

向上に向け、調査

、更新整備及び耐

震化対策を実施・

検討した。

３ 沖 縄 振 興 公 共

投 資 交 付 金 （ 空

港課）

・下地島空港の構

最終予算額

執行率

％

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額
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内道路の整備を実

施する。

４ 緊急防災・減

災 事 業 （ 空 港

課）

・旅客ターミナル

ビルの耐震化対策

を検討する。

内道路の整備を実

施した。

４ 緊急防災・減

災 事 業 （ 空 港

課）

・旅客ターミナル

ビルの耐震化対策

を検討した。

不用額

最終予算額

翌 年 度 繰 越 額

不用額

３ 事業の効果 課題
⑴ 公共離島空港整備事業

効果： 国庫補助事業を活用し、航空需要や地域のニーズ及び施設の老朽化状
況等を踏まえた空港基本施設の建設、拡張、更新・改良整備等を実施す
ることにより、空港施設の機能確保・向上及び利用者の利便性・快適性
向上を図り、また、安心して利用できる航空路網を支援し、離島地域の
暮らしや観光などの産業の活性化に寄与することができる。

課題： 空港を運用しながら施設整備を行うことから、関係機関（航空会社、
空港管理事務所、国機関など）との調整を行いながら事業を計画・実施
していく必要がある。

⑵ 県単離島空港整備事業費
効果： 空港基本施設の拡張、更新・改良整備等に向けた基礎調査、基本計画

策定、施設の点検・調査、維持・修繕工事等を実施することにより、空
港施設の機能確保・向上及び利用者の利便性・快適性向上を図るなど、
離島地域の暮らしや観光などの産業の活性化に寄与することができる。

課題： 事業の実施に当たっては、関係機関（航空会社、空港管理事務所、国
機関など）と調整を行った上で進める必要がある。

⑶ 沖縄振興公共投資交付金（空港課）

効果： 下地島空港を活用した民間事業の展開を支援することにより、宮古圏
域並びに沖縄県の経済・社会の発展に寄与することができる。

課題： 民間事業者の事業実施に向け、関連公共施設の整備等による早期展開支
援する必要がある。

⑷ 緊急防災・減災事業（空港課）
効果： 旅客ターミナルビルの耐震性を確保することで、地震等の災害発生後

も旅客輸送が可能となり、必要な物資、資機材、人材等の輸送拠点とし
て機能を発揮することで、離島空港の安全・安心が確保されるなど、持
続可能な離島地域の発展に寄与することができる。

課題： 空港を運用しながら施設整備を行うことから、関係機関（航空会社、
空港管理事務所、国機関など）との調整を行いながら事業を計画・実施
していく必要がある。
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：離島・過疎地域の持続可能な地域づくり  
  
重点施策事業名：離島港湾の整備（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  港湾課  
 
 １  事業の目的・内容  

県が管理する離島港湾の改修及び機能向上等を目的として整備を行う。  
 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策  

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

離島湾港 
の 整 備 

 

2,684,138 
(567,995) 

 
 
 
 
 
 
 
 

741,703 
（ 92,703）  

 
 
 

351,205 
（ 14,362）  

 
 
 
 

1,530,930 
（ 46 0,9 30）  

 
 
 
 
 

60,300 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１  港湾改修費  
・防波堤の整備を
行う。  
 
 
２  沖縄振興公共 
投資交付金（港  
湾）  

・岸壁、物揚場の
整備を行う。  
 
３  社会資本整備 
総合交付金（港  
湾）  

・岸壁、物揚場の
整備を行う。  
 
 
４  離島港湾の利 
便性向上推進事  
業  

・屋根付き荷捌き
施 設 の 整 備 を 行
う。  
 

1,780,500 
(566.326) 

 
 
 
 
 
 
 
 

350,237 
（ 92,703）  

 
 
 

312,109 
（ 14,362）  

 
 
 
 

1,056,062 
（ 45 9,2 61）  

 
 
 
 
 

62,092 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１  港湾改修費  
・防波堤の整備を
行った。  
 
 
２  沖縄振興公共 
投資交付金（港  
湾）  

・岸壁、物揚場の
整備を行った。  
 
３  社会資本整備 
総合交付金（港  
湾）  

・岸壁、物揚場の
整備を行った。  
 
 
４  離島港湾の利 
便性向上推進事  
業  

・屋根付き荷捌き
施設の整備を行っ
た。  
 

☆  
最終予算額 
2,398,392 
執行率 
74.2％ 

翌年度繰越額  
614,665 
不用額 
   3,227 

 
最終予算額 
  641,703 
翌年度繰越額  
  291,466 

 

最終予算額 
  312,109 

 
 

 

 

最終予算額 
1,380,930 
翌年度繰越額  
  323,199 
不用額 
    1,669 

 
☆  

最終予算額  

   63,650 
不用額 
   1,558 
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３  事業の効果 /課題  
⑴   港湾改修費  
⑵   沖縄振興公共投資交付金（港湾）   
⑶  社会資本整備総合交付金（港湾）   
⑷   離島港湾の利便性向上推進事業  
効果：   離島港湾の機能強化及び安定した海上交通の確保・維持されることによ

り、総合的な港湾機能の強化・拡充を図る。また、離島住民の安全・安定
的でシームレスな交通体系の構築に寄与することができる。  

課題：  定期船の運航等に影響がないよう港湾利用者の利便性や安全性を配慮
し、整備を進める必要がある。  
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：離島・過疎地域の持続可能な地域づくり  
  
重点施策事業名：離島における道路・街路整備事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成７年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  道路街路課  
 
１  事業の目的・内容  

離島の自立的な地域づくりと定住支援を図るため、地域特性に応じた道路整備  
を推進するとともに、空港、港湾・漁港等の交通拠点間を相互に連結させるため  
の整備を実施する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重点施策 

事 業 名 

令  和  ５  年  度  

備  考 
計   画  実   績  

当 初 

予 算 額 
事業内容  決算額  事業内容  

離 島 に お

け る 道 路

・ 街 路 整

備 事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

941,467 

(188,015) 

 

 

 

 

 

 

 

875,921 

(168,921) 

 

 

 

 

 

65,546 

(19,094) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄振興公共

投資交付金（道

路）  

・石垣空港線外６  

か所  

 

 

２  沖縄振興公共

投資交付金事業

費（街路）  

・マクラム通り線  

外１か所  

 

677,802 

(188,011) 

 

 

 

 

 

 

 

643,789 

(168,917) 

 

 

 

 

 

 34,013 

(19,094) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  沖縄振興公共

投資交付金（道

路）  

・当初計画のうち  

４か所執行した。  

 

 

２  沖縄振興公共

投資交付金事業

費（街路）  

・当初計画のとお

り執行した。  

 

最終予算額  

1,745,457 

執行率  

38.8％  

翌年度繰越額  

1,067,563 

不用額  

       92 

 

最終予算額  

1,494,812 

翌年度繰越額  

  851,019 

不用額  

        4 

 

最終予算額  

  250,645 

翌年度繰越額  

  216,544 

不用額  

       88 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴   沖縄振興公共投資交付金（道路）  
効果：  当該事業を実施することにより、離島地域における定住条件の改善、

自立的な地域づくり、地域産業の活性化等へ寄与している。  
課題：  用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に

相当な時間を要している。  
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⑵   沖縄振興公共投資交付金（街路）  
効果：  離島住民の生活利便性の向上及び観光地へのアクセス性の向上等、地

域特性に応じた道路整備により、離島振興に寄与している。  
課題：  用地取得において、単価や補償内容不満・相続関係人多数等で交渉に

相当な時間を要している。  
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基  本  項  目：沖縄らしい優しい社会の構築  
  
実  施  項  目：沖縄文化の保存・継承・創造と更なる発展  
  
重点施策事業名：首里城復興整備事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和２年度～  
 
部 課 等 名：土木建築部  首里城復興課  
 
１  事業の目的・内容  

県では、首里城の復元はもとより、首里城に象徴される琉球の歴史・文化の復
興に取り組むこととしており、国等各関係機関と連携し、首里城復興に向けた事
業を実施する。  

 
２  事業の実績  

                              （単位：千円）  

 

重 点 施 策  

事 業 名  

令  和  ５  年  度  

備  考  
計   画  実   績  

当 初

予算額  
事業内容  決算額  事業内容  

首里城復興

整 備 事 業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,455,517 

(980,508) 

 

 

 

 

 

 

 

 

856,066 

(242,298) 

 

 

 

 

 

 

 

99,877 

(36,436) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  社会資本整備

総合交付金（首

里城公園）  

・首里城復興基本

計画に基づき、首

里城復元工事と連

動した各種首里城

公園整備を行う。  

 

２  首里城復旧・

復興事業  

・首里城公園管理

体制構築や中城御

殿整備の検討、県

民等参画促進の取

組等を実施する。  

 

 

1,885,530 

(810,475) 

 

 

 

 

 

 

 

 

381,389 

(239,311) 

 

 

 

 

 

 

 

60,836 

(36,217) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  社 会資本 整備

総合交付金（首

里城公園）  

・首里城復元工事

と連動した各種首

里城公園整備を行

った。  

 

 

２  首里城復旧・

復興事業  

・首里城公園管理

体制構築や中城御

殿整備の検討、県

民等参画促進の取

組等を実施した。  

 

 

☆  

最終予算額  

3,835,517 

執行率  

49.2％  

翌年度繰越額  

1,751,523 

不用額  

198,464 

 

最終予算額  

1,236,066 

翌年度繰越額  

845,733 

不用額  

8,944 

 

 

 

最終予算額  

99,877 

翌年度繰越額  

36,348 

不用額  

2,693 

 

 

 



－ 486 －

193,033 

(43,033) 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,298,741 

(658,741) 

 

 

 

 

 

7,800 

３  首里城復興事

 業  

・首里城周辺の歴

史 ま ち づ く り 推

進、首里城公園の

魅力向上や復興イ

ベント等の見せる

復興の取組を実施

する。  

 

４  首里城復興基

金事業  

・首里城城郭内施

設等の復元に関す

る 事 業 を 実 施 す

る。  

 

５  首里城歴史文

化継承基金事業  

・伝統的な建築等

に係る人材育成を

目的とした研修等

を実施する。  

 

110,181 

(42,979) 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,325,324 

(491,968) 

 

 

 

 

 

7,800 

 

 

３  首里城復興事 

 業  

・首里城周辺の歴

史 ま ち づ く り 推

進、首里城公園の

魅力向上や復興イ

ベント等の見せる

復興の取組を実施

した。  

 

４  首里城復興基

金事業  

・首里城城郭内施

設等の復元に関す

る 事 業 を 実 施 し

た。  

 

５  首里城歴史文

化継承基金事業  

・伝統的な建築等

に係る人材育成を

目的とした研修等

を実施した。  

☆  

最終予算額  

193,033 

翌年度繰越額  

82,798 

不用額  

54 

 

 

 

最終予算額  

2,298,741 

翌年度繰越額  

786,644 

不用額  

186,773 

 

最終予算額  

7,800 

 

 
３  事業の効果 /課題  
⑴  社会資本整備総合交付金（首里城公園）  
効果：  首里城の復元はもとより、首里城公園の整備を行うことにより、首里

城に象徴される琉球の歴史・文化の復興に寄与する。  
課題：  首里城復元工事に合わせ、首里城復興基本計画に基づき「首里城公園

のさらなる魅力の向上」「歴史まちづくりの推進」「見せる復興」等に
係る各種公園整備に取り組む必要がある。  

⑵  首里城復旧・復興事業 
効果：  首里城公園の防災機能強化と徹底した管理体制が構築され、安全安心

な公園の利用運営が図られる。また、首里城復興に係る情報発信やシン
ポジウム開催等により、県民はじめ国内外の人々の復興への参画促進に
つながる。  

課題：  県は、首里城復興基本計画に基づき、首里城復元工事に連動した公園
全体の防災機能向上に取り組む必要がある。また、情報発信等に継続し
て取り組み、復興への機運を継続・向上していく必要がある。  

⑶  首里城復興事業 
効果：  首里城周辺の歴史まちづくり推進や首里城公園の施設利便性の向上等

を推進することで、首里城公園の魅力を高め、利用者満足度の向上や、
琉球の歴史文化への関心が高まる。また、復興イベント開催等の「見せ
る復興」に取り組むことで、首里城復興の現状を直接見て、共有する機
会の創出につなげる。  

課題：  首里城復元工事をはじめ、復興に係る各種事業との整合性の確認や情
報共有を適宜行いつつ、首里城復興基本計画に掲げた「首里城公園のさ
らなる魅力の向上」「歴史まちづくりの推進」「見せる復興」等に取り
組む必要がある。  
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⑷  首里城復興基金事業 
効果：  国と協議済みの事業について、県に寄せられた寄付金を、首里城正殿

等の象徴部など目につきやすい箇所に充当することで、令和８年度の首
里城正殿の復元を目指すことができる。  

課題：  国の首里城正殿等の復元工程に支障が出ないよう、関係者間で密に調
整を行い、計画的に事業を進める必要がある。  

⑸  首里城歴史文化継承基金事業 
効果：  琉球王国由来の伝統的な建築等技術分野について、座学や実技等を通

したきめ細かな人材育成に取り組むことで、将来への技術継承を目指す
ことができる。  

課題：  着実な技術継承を図るためには、長期的な観点で人材育成に取り組む
必要があり、引き続き事業を実施する必要がある。  

 
４  その他  

首里城復興基金事業における「国と協議済みの事業」とは、正殿の木材に関す
る事業、正殿の赤瓦調達に関する事業、屋外彫刻等の復元に関する事業、扁額な
どの室内装飾の復元に関する事業である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


